
Ⅰ－Ⅰ　事務事業の再編・整理、廃止・統合

　平成17年度～平成21年度の目標・平成17年度～平成19年度の実績

福井市

平成１８年度までに
　マネジメントシステムの構築

平成１９年度までに
　事務改善のための仕組みの再構築

平成２０年度までに
　競輪事業およびガス事業のあり方に関する検討

平成１８年度
　マネジメントシステムの構築

平成１９年度
　事務改善のための仕組みの再構築

敦賀市

公立保育園（５園）の民営化
公立幼稚園の統廃合・民営化
福祉総合センター等への指定管理者制度の導入
各施設の保守管理委託料の見直し
図書の利用推進等
上記取組の結果、総額ベースで１，３９０百万円の歳出を削減

平成１８年度
　公立保育園（１園）の民営化
　福祉総合センター等６施設の指定管理者制度の導入
　各施設の保守管理委託料の見直し
　一般補助金の見直し
　移動図書館を廃止し図書利用促進事業を開始
　上記取組の結果、総額ベースで１９４百万円の歳出を削減

平成１９年度
　集落排水施設の維持管理業務の一括委託を実施

団体名 平成17年度～平成21年度までの目標 平成17年度～平成19年度の実績



団体名 平成17年度～平成21年度までの目標 平成17年度～平成19年度の実績

小浜市

　事務事業については、効果や効率性の観点から、所期の目的を達成した事業等の廃止・縮小や
類以する事業を統合する等の見直しを行い、行政の果たすべき役割、受益と負担の公平の確保、
行政効率等に配慮し、行政評価手法の活用等により事務事業の整理合理化を進める。
　　平成１３年度～　　事務事業評価を実施
　　平成２０年度～　　施策評価を実施予定

平成１７年度
　６７５事業を対象とし、そのうち評価になじまない事業や裁量の余地のない事業を除く２３９事業に
ついて評価を実施し、５事業を廃止、１事業休止、９事業を縮小、１５事業を整理統合

平成１８年度
　６５４事業を対象とし、そのうち評価になじまない事業や裁量の余地のない事業を除く２４２事業に
ついて評価を実施し、３事業を廃止、１事業休止、６８事業を縮小
　（上記取組の結果、総額ベースで６９，４４７千円の歳出削減）
　
平成１９年度
　６４９事業を対象とし、そのうち評価になじまない事業や裁量の余地のない事業を除く２４７事業に
ついて評価を実施し、７事業を廃止、２事業休止、４０事業を縮小
　（上記取組の結果、総額ベースで２８，３２２千円の歳出削減）

大野市

　総事務事業８７２のうち、法令等の義務付け、県や民間との役割分担、受益と負担の関係、緊急
性・必要性等を見直したうえで、事務事業評価の導入を図るとともに、友好市町交流会事業等３事
業を廃止、検診事業等４事業を見直し、観光パンフレット作成事業等２事業について縮小する。
　また、観光ＰＲ促進事業等３補助事業を廃止、内水面漁業振興対策事業補助金等６補助事業を
見直し、納税組合奨励金等２事業を削減するほか、随時、全般的に補助金や各種負担金等を見直
す。
　地方分権に対応して、市と連携する県事務の委譲も進め、効率化と迅速化を図る。

平成１７年度
  観光ＰＲ促進事業等６事業を廃止、商工振興対策事業等２事業を見直し
　納税組合奨励金等３事業を縮小、全般的に補助金や各種負担金等を見直し
　上記取組の結果、総額ベースで１０，９６２千円の歳出を削減

平成１８年度
　事務事業評価システムを構築
　友好市町交流会事業を廃止、検診事業等２事業を見直し
　外国人研修生受け入れ事業等３事業を見直し、全般的に補助金や各種負担金等を見直し
　市の事務と連動する県事務を委譲
　上記取組の結果、総額ベースで１４，３０１千円の歳出を削減

平成１９年度
　学校施設管理業務等４事業について一部民間委託を導入
　市長および議長公用車運転業務を民間委託、全般的な補助金や各種負担金等を見直し
　上記取組の結果、総額ベースで１９，６９７千円の歳出を削減

勝山市
　総事業数２６６事業のうち、課の統廃合等２４５事業を見直し、事務服の廃止等２１事業を廃止
　上記取り組みの結果、総額ベースで９８９百万円を削減

平成１７年度（平成１６年度実績）～平成１９年度（平成１８年度実績）
総事業数２６６事業のうち７２事業について経費削減を図り、３か年で総額ベースで約１１億円を削
減



団体名 平成17年度～平成21年度までの目標 平成17年度～平成19年度の実績

鯖江市

平成１７年度まで
　事務事業評価制度を導入・実施
平成１８年度まで
　事務事業評価制度に加え、施策評価制度を導入・実施
平成２０年度まで
　政策評価制度を導入
平成２１年度まで
　行財政構造改革プログラムの推進に伴い、その他の事業のあり方を検討

平成１７年度
　事務事業評価を実施し、平成１８年度当初予算に反映

平成１８年度
　平成１７年度実施の事務事業評価により、評価対象総事業４９７事業のうち８１事業を見直し
　　デザインセミナー開催事業など８事業を廃止、スポーツ教室開催事業を縮小
　　ボランティア団体育成事業補助金など２８事業を整理統合、交通災害共済加入促進事業など４
３事業を事務改善
　上記取組みの結果、総額ベースで７０，０００千円の事業費を削減

平成１９年度
　平成１８年度実施の事務事業・施策評価により、評価対象総事業数４３８事業のうち２１事業を見
直し
　　騒音・振動・悪臭防止対策助成事業など６事業を廃止、中小企業振興資金等融資事業を整理統
合
　　コミュニティバス運行事業など１１事業を事務改善
　事務事業評価・施策評価の実施に当たり、行政評価委員による外部評価制度を導入

あわら市

毎年度
　公用車を必要最小限の保有にとどめる。

平成１９年度
　市民税、固定資産税に係る前納報奨金の縮小、廃止を検討

平成２０年度
　行政評価システムを導入し、すべての事務事業の必要性を検討

年度未定
　各種イベントの運営主体、実施のあり方について、多面的に検討
　学校用務員業務を直営から嘱託化、シルバー人材センターへの委託を順次検討、実施

平成１７年度
　公用車の削減　５８台→５４台

平成１８年度
  公用車の削減　５４台→５２台
　行政評価システム導入支援業務委託（行政評価の導入に向けた研修等の実施）
　学校用務員業務のシルバー人材センター委託（１人分）

平成１９年度
  公用車の削減　５２台→４７台
　市税前納報奨金の廃止
　行政評価システム導入支援業務委託（行政評価の導入に向けた研修等の実施）
　学校用務員業務のシルバー人材センター委託（１人分→２人分）

越前市

新財務会計システムの導入（事務事業の再編）
行政評価システム再構築（内部情報系システム開発）
事務事業の再編・統廃合と事務事業の終期を設定
事務事業数５％を削減
ガス事業の民間譲渡
第三者機関の設置（外部評価の導入）

平成１７年度
　新財務会計システムの導入（事務事業の再編）
平成１８年度
　行政評価システム再構築（内部情報系システム開発）
事務事業の再編・統廃合
　平成１９年度予算編成において一般会計当初予算を５％削減
　補助金の３年終期設定
　市単独補助金の合理化により、補助金の統廃合を実施
　ガス事業の民間譲渡実施
平成１９年度
　指定管理者への委託（計１６８指定／２７９施設）
　総合計画達成度外部評価委員会（外部評価機関）の設置
　事務事業数　平成１８年度当初　　３８事業廃止（新規２２事業）
　　　　　　　　 　平成１９年度当初　　５４事業廃止（新規５２事業）
　　　　　　　　 　平成２０年度当初　　４９事業廃止（新規４４事業）



団体名 平成17年度～平成21年度までの目標 平成17年度～平成19年度の実績

坂井市
平成２１年度まで
　事務事業評価制度の構築、事務事業マニュアルの整備
　事務事業評価制度の導入、内部および外部評価の実施

平成１８年度
　制度の構築およびマニュアルを整備するための実施計画（坂井市100の改革）を策定
平成１９年度
　「事務事業評価の手引き」を策定し、全庁的に事務事業評価を実施
　　【１次評価結果】　対象事務事業数　２，９２２事業
　　　　現状維持１，８３５事業、拡大１４４事業、継続６４２事業、縮小８５事業、廃止/休止７５事業
　　　　事業完了１８事業、その他１２３事業
　　　　　↓
　　　１次評価結果を踏まえ現状維持以外１，０８７事業のうち８２事務事業について業務・事務
　　改善を図る。残り１，００５事業については、翌年度以降に見直し予定
　　　　　・平成２０年度より改善・・・・・・・・・・・・３０事業
　　　　　・平成２０年度より事務移管・・・・・・・・・６事業
　　　　　・年度明示はないが将来的に改善・・・３３事業
　　　　　・検討の結果現状維持・・・・・・・・・・・・・８事業
　　　　　・廃止または今後廃止を検討・・・・・・・・５事業

永平寺町

平成２０年度まで
　事務事業評価制度を導入し、毎年度、事務事業の見直しを実施
平成２１年度まで
　町民税、固定資産税における前納報奨金の縮小、廃止を検討
　各種イベントのあり方の見直し

平成１８年度
  事務事業評価制度を試行的に実施
平成１９年度
  事務事業評価制度を全事業を対象として本格実施
　全４４８事業のうち法規追録事業、永平寺町機業会補助金など２０事業について縮小・廃止
  イベント統括委員会を開催し、旧町村単位で開催していた３つのイベントを平成２１年度から１つに
統合することとした。

池田町
生きがい奨励金他５件を廃止

体育指導委員報酬他６件を縮小

平成１７年度
　各課所管事業見直し
　男子職員制服貸与廃止
　エコオフィスの推進
　
平成１８年度
　生きがい奨励金他５件廃止
　体育指導委員報酬他６件縮小
　事業費ベースで１９，５７５千円の歳出削減



団体名 平成17年度～平成21年度までの目標 平成17年度～平成19年度の実績

南越前町
平成２１年度まで
　行政評価を導入し、全ての事務事業について見直しを図り、事業を整理合理化

平成１９年度
　行財政検討委員会において、事務事業の洗い出しと見直しに着手

越前町

事業の見直し、整理合理化など、個々の事業についてスクラップアンドビルドを行う恒常的なシステ
ムの確立

事務事業評価システムの導入

平成１８年度
　事務事業評価システム実施内容の検討

平成１９年度
　事務事業評価システムの導入（試行的に実施）

美浜町

平成１８年度
　事務事業全般について、そのあり方を検討

平成１９年度
　９保育所を４保育所に統廃合

平成１９年度以降
　「成果主義」、「能力主義」に基づく人事評価システムの構築に努める。
　行政評価システム等を取り入れながら、事務事業の見直しを定期的に行うことにより、事務事業
の選択と重点化を図るとともに、各種補助金や負担金などについて、行政負担の必要性、費用対
効果、経費負担のあり方等について検証し、整理合理化に努める。
　また、親切でわかりやすく住民の視点に立った課・室等組織づくりに努めるとともに、保育所等の
再編について検討し、住民の理解のもとに取り組む。

平成１７年度
  事務事業について質や量、発生頻度等に関する実態把握と整理分析を実施
 
平成１８年度
  事務事業全般について再編・整理、廃止・統合等について検討

平成１９年度
　９保育所を４保育所に統廃合
　特殊勤務手当の見直し



団体名 平成17年度～平成21年度までの目標 平成17年度～平成19年度の実績

高浜町

上水道事業と上下水道事業の統合に向けた検討の実施

児童福祉の充実を図るため、福祉部門と保育部門の統合を検討

平成１８年度
　平成１９年４月からの水道事業(上水道センター)と下水道事業(水道課)の整理統合を目指し、統
合後の課題や問題点を検討し、上下水道課に統合するため高浜町課（室）設置条例を改正
　平成１９年４月からの住民課、保健福祉課の再編に向け、再編後の課題や問題点を検討し、住民
課、保健課、福祉課に再編するため高浜町課（室）設置条例を改正

平成１９年度
　平成１９年４月に上水道センター、水道課を統合し、上下水道課を設置
　平成１９年４月に住民課、保健課、福祉課を設置

おおい町
行政評価システムの完全実施

コスト意識の徹底

若狭町
平成１９年度まで
　事務事業評価システムを導入し、すべての事務事業について見直しを実施

平成１９年度
　平成２０年度の予算編成において枠配分方式を採用し、各課において事務事業評価を実施


